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研究成果の概要（和文）： 

本研究では、米国における放送・通信分野に関する企業結合規制及び反トラスト法に基
づく企業結合規制の内容と両者の競合関係、これまでに多数行われてきた大型合併案件に
関する競争当局と規制当局の判断等に着目し、競争当局による競争の実質的減殺要件や問
題解消措置、規制当局による公共の利益や視聴者・利用者保護の観点からの問題解消措置
など二元規制の要件や運用上の課題を明らかにすることにより、放送と通信の融合・連携
が進展していく渦中にある我が国の放送・通信分野の企業結合規制の新たな枠組みのモデ
ルや在り方について検討を行った。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 This research provided a general view on the efforts by the government until the 
present concerning the state of effective usage of radio waves, that are essential in 
promoting more convenient lifestyles for people and for maintaining stability and 
safety, amidst a background of increasing pressures on radio waves in line with the 
development of wireless broadband etc. I concluded the Ministry of Internal Affairs 
and Communications that is responsible for radio wave management, carries a heavy 
responsibility, and from now on, radio wave policy will have to be perpetually reviewed. 
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１．研究開始当初の背景 

本研究は、多メディア化による広告収入の
落ち込み、地上放送のデジタル化に伴う投資
の負担等が一般放送事業者、番組制作会社等
の経営環境に影響を及ぼしていることにか
んがみ企業結合等を通じた放送に適合的な
市場の形成が課題であること、放送・通信の
融合・連携の進展に伴い放送・通信の垣根を
越えた企業結合等が新たな局面を迎えつつ

あることが研究開始当初の背景にあった。   

本研究者の遂行者である研究代表者は、こ
れまで独占禁止法における企業結合規制に
ついて一貫して研究を進めてきた。その過程
で、放送法制、電気通信事業法制等について
研究を進める中で、多メディア化による広告
収入の落ち込み、地上放送のデジタル化に伴
う投資の負担等が一般放送事業者、番組制作
会社等の経営環境に影響を及ぼしているこ
とにかんがみ、企業結合等を通じた放送に適
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合的な市場の形成が課題であること、放送・
通信の融合・連携の進展に伴い放送・通信の
垣根を越えた企業結合等が新たな局面を迎
えつつあることについて問題意識を有する
に到った。そこでこれまでの企業結合規制に
関する知識を総合し、かつ、隣接する法分野
をもカバーする研究の必要性を痛感し、本研
究を構想するに至った。このように、本研究
は、従来の研究成果に基づき、これを総合性
及び対象分野の拡大という点で発展させる
ことを構想するものであった。 

 

２．研究の目的 

本研究では、米国における放送・通信分野
に関する企業結合規制及び反トラスト法に
基づく企業結合規制の内容と両者の競合関
係、これまでに多数行われてきた大型合併案
件に関する競争当局と規制当局の判断等に
着目し、競争当局による競争の実質的減殺要
件や問題解消措置、規制当局による公共の利
益や視聴者・利用者保護の観点からの問題解
消措置など二元規制の要件や運用上の課題
を明らかにすることにより、放送と通信の融
合・連携が進展していく渦中にある我が国の
放送・通信分野の企業結合規制の新たな枠組
みのモデルや在り方について検討を行うこ
とを目的とするものであった。 

本研究の主たる比較対象国である米国に
おける企業結合・合併の審査については、司
法省や FTC といった競争当局による反トラ
スト法上の「競争の実質的減殺」（クレイト
ン法７条）や水平合併ガイドラインの要件に
基づく審査が行われてきた。競争当局による
審査については、特に放送・通信分野の企業
結合審査において、他の一般事業分野と異な
る審査要件が定められておらず、医薬品や自
動車等の一般的な事業分野については、競争
当局のみの一元性審査が行われている。 

しかし、米国において、規制産業である放
送・通信分野、電気分野等における企業結合
については、事業法等においても、そのサー
ビス固有の社会的な役割等にかんがみ、視聴
者、利用者等の保護等を目的とする独自の規
制が設けられており、これを所掌する規制当
局（FTC、FELEC 等）による審査が行われ
ている。米国において競争当局と規制当局に
よる二元規制が行われてきた理由としては、
放送分野については放送事業者の多元性、放
送番組の多様性等を確保することが必要で
あること、通信分野については競争上不可欠
な地域インフラや長距離ネットワークを有
する通信事業者による市場支配力の濫用を
防ぐことが必要であること等それぞれ他の
事業分野には見られない特別な事情がある
こと、また市場全体の健全な発達を確保する
ためには、行為規制のみでは十分ではなく構
造規制が必要とされたこと、消費者が一定の

サービスを享受できることを確保するとい
った消費者保護の確保の観点から、規制当局
に対し企業結合の審査権限が付与されてき
たためとされる。 

以上の内容を上記に即して分析し、日本に
どの程度応用可能なのかについて検討する
のが主たる課題であった。 

 

３．研究の方法 

本研究は、放送・通信分野における企業結
合に関し、放送・通信の「融合・連携」にお
いても「融解」すべきではない「放送」及び
「通信」の固有の保護法益、社会的な機能等
を制度的に保障し得る規制及び審査のあり
方を探ることを目指すものである。まず、競
争法の保護法益たる経済的自由と放送及び
通信の固有の保護法益、社会的機能等との両
立ないし鼎立が企業結合規制・審査において
どのように勘案されるべきものであるのか
を検討する。次に、放送法制及び通信法制に
おける企業結合規制・審査をより具体的に論
ずるため、日米両国における放送及び通信の
固有の保護法益、社会的機能等に関する理解
並びにその事業法等に基づく企業結合規
制・審査への反映の状況、規制当局による規
制の具体的な手法等を比較法的に整理した
上で、日米における放送と通信の融合・連携
の動きに伴う「ゆらぎ」及びその企業結合規
制・審査の在り方への影響を近時の具体的な
事例の分析を通じて模索するものであった。
そして、法体系上が通信と放送に二分されて
いるために、領域横断的で革新的な事業活動
が過剰に制約されていないのか否かの検討
を通じて、競争法からみた企業結合審査の諸
問題を明らかにするものであった。 
平成 23 年度は、日米両国における放送及

び通信の固有の保護法益、社会的機能等に関
する理解並びにその事業法等に基づく企業
結合規制・審査への反映の状況、規制当局に
よる規制の具体的な手法等を比較法的に整
理した。次に、平成 24 年度においては、競
争法の保護法益たる経済的自由と放送及び
通信の固有の保護法益、社会的機能等との両
立ないし鼎立が企業結合規制・審査において
どのように勘案されるべきものであるのか
を検討した。 
４．研究成果 
本研究は、放送と通信の融合・連携の進展

に応じて放送と通信との垣根が「ゆらぎ」を
示しつつある状況の下における放送・通信分
野の企業結合規制・審査の在り方を考察する。
そこでは、逼迫する経営財源を新しく獲得す
るため合併(資本的結合)等を通じた新たな
放送・通信市場の形成をどのように方向づけ
ていくのかの考究を通じて、通信との融合に
おける放送概念のあり方そのものについて
も再検討を迫るものであるものであった。具



 

 

体的な成果は５のとおりである。 
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